
災 害 時 緊 急 対 応 に つ い て 

第５６回相撲競技実行委員会事務局 

１  目  的   

全国中学校体育大会開催時における、自然災害・緊急事態（重大事故、食中毒及び感染症

等）が発生した場合の対応について万全を期することを目的とする。 

  また、自然災害・緊急事態の発生に際しては、大会運営本部だけでは対応困難の状況も考  

えられる。関係者（主催者・開催都道府県・開催地・開催地本部等）が連携をとり、迅速且  

つ的確、適切に対応することを目的とする。 

 

２ 内  容 

自然災害・緊急事態（重大事故：死亡事故、後遺症発生事故及び食中毒、感染症等）への  

対応対処。  

 

３ 方 法 

（１）自然災害・緊急事態発生の際は、鳥取県実行委員会事務局が連絡対応の窓口として対

応する。 

（２）災害発生時は、鳥取県教育委員会体育保健課の指示指導のもとに対応する。 

（３）県実行委員会は、関係諸機関の連帯ある連携のもとに、報告・連絡・相談を基本に、

対応、対処する。  

（４）予知・回避（予防）対処・再発防止等、危機管理について万全を期する 

 

４ 具体的対応のあり方 

 （１）緊急時連絡経路 

  (公財)日本中体連   

鳥取県実行委員会事務局 

 競技実行委員会事務局 

 

 鳥取県教育委員会  

  

 (公財)日本中体連競技部   開催市教育委員会  

  

 

 全国・開催地競技団体  旅行業者(名鉄観光）  消防・警察・保健所 

                                                                 (必要に応じて) 

 （２）緊急時連絡窓口担当者 

 役 職 氏 名 勤務先℡ 携帯℡ 

(公財)日本中体連 専務理事 新宮領 毅 03-5843-1961  

鳥取県教育委員会  

体育保健課 

課長 山本 雅丈 
0857-26-7522 

 

指導主事  戸井 有希  

倉吉市教育委員会 学校教育課長 小川  誠 0858-22-8166  

鳥取県実行委員会 

(鳥取県中体連) 

会長 久住  茂 0857-27-5261  

理事長 坂田光史郎 0857-30-4911  

相撲部長 梅原 憲和 0858-52-2326  

相撲実行委員会  
会長  梅原 憲和 0858-52-2326  

専門委員長  吉水  弘 0858-52-2326  

 

開催競技部長 

 

新体操競技部長 角 友梨香 042 -462 -2812   

バドミントン競技部長 新井 博幸 03-3969-8421  

相撲競技部長  積田 雄大 0439-52-0624  

(３)報告事項(内容) 

     次の内容を報告する。 

     ①発生状況(被害状況) ②発生日時 ③発生場所 ④対象者(人的、物的、気象的状況等)      

⑤初期対応状況 ⑥対策本部設置状況 

 

 (４)情報収集及び方法  

   災害・重大事故の発生現場責任者は、初期対応を行うとともに、上記内容を迅速かつ正

確に把握し、鳥取県実行委員会本部に連絡する。一報を受けた県実行委員会本部(理事  

 

 

 

 

緊急の場合は、まずは全中

相撲実行委員事務局    

090-6845-8827 へ  



長対応)は、ただちに協議し、関係諸団体と連絡を取る。  

 

 (５)対策本部の設置 

鳥取県実行委員会は、的確な情報を収集するとともに、鳥取県教育委員会及び開催市教

育委員会等と協議の上、早急に対策本部を立ち上げる。その際の非常参集要員は、上記連

絡経路のある関係諸団体及び窓口対応者とする。 

 

 (６)報道対応 

①報道に関しては、窓口の一本化を図る。統括責任者は、鳥取県実行委員会長とする。      

②報道関係については、鳥取県実行委員会が対応する。その際、(公財)日本中体連及び 

   県教委・市教委へ報告・連絡し、指示指導のもとに対応対処する。  

③同日に複数会場で災害・事故等が発生した場合は、競技実行委員会が鳥取県実行委員     

会と連携の上対応する。  

④鳥取県実行委員会は競技実行委員会と連携のもと正確な情報の収集をし、参加各校へ

の情報提供を行い、混乱を招かない配慮をする。 

 

 (７)発生状況別対応 

①自然災害 

       ア）大規模な災害(地震、台風等)に関しては、鳥取県実行委員会事務局に対策本部を             

設置し、鳥取県災害対策本部等、関係機関と連絡を取りながら検討、対応する。 

       イ）通常の自然災害(台風等)に関しては、競技続行かの判断は、(公財)日本中体連・            

全国競技団体と鳥取県実行委員会が協議し決定する。原則として参加選手・役員の      

安全が確保困難な状況の場合は競技を中止する。 

            ・(公財)日本中体連  担当理事 競技部長 

            ・競技団体     全国派遣者 開催地担当者 

            ・鳥取県実行委員会（県中体連） 会長 理事長 

            ・競技実行委員会 会長 事務局長 

           決定後の連絡 

             ・参加関係者 － 選手の学校、自宅等（競技実行→各学校引率者→学校・自宅） 

             ・旅行業者  － 宿泊輸送関係調整、連絡 

             ・競技会場  － 施設の安全管理 

             ・委員会等関係諸機関 

        ウ）一般的な荒天(強風、大雨等)に関しては、防災メール等で注意報等の発令情報を  

受信し、参加校への情報提供を行うとともに、ドアや窓の施錠や固定、その他安全上

必要と思われる措置を行う。  

        エ）台風接近時通常この時期本土に上陸する台風を速度３０㎞/ｈ程度と想定すると、

強風域から完全通過まで県内約８時間程度と考えられる。それに伴う航空機の欠航

は強風域接近から約１日、県内交通機関は復旧まで通過から約５時間程度が見込ま

れる。  

1  開会式及び競技は原則として実施する方針をとる。ただし、災害状況及び出場       

校の意向ならびに競技役員の対応可能状況等を勘案し、規模縮小や日程・会場変

更及び運営方法の変更を含む、可能な範囲での実施とする。  

2  具体的対応  

             ・開会式が災害期間の場合 

               開会式を中止し、台風通過後に第１日目の競技から実施する。 

             ・競技が災害期間の場合 

               台風進路予想状況を考慮し、大会期間内に競技日程が終了するように、競技         

運営方法の変更等で対応する。 
オ）落雷対策について 

     落雷の危険が予測される場合は、気象情報アプリ、雷探知器及び気象庁の「雷ナウ
キャスト」等を活用し、競技役員及び大会本部が安全を最優先として競技の中断・
中止を判断する。 

①中断・中止の判断基準 
・気象情報アプリ、雷探知器及び気象庁「雷ナウキャスト」等により雷活動を確



認する。  
・「雷注意報」が発令されている場合は、細心の注意を払うとともに、積乱雲の発

達、冷たい風、雷鳴などの気象現象を確認すること。 
・屋外競技においては、現在地から 20Km 圏内で活動度 2 以上（雷光・雷鳴あり）

の雷活動を確認した場合は、競技を中断することを原則とする。 
・屋内競技（相撲）については、施設の安全性、避難経路、停電等の状況を踏まえ、

競技役員及び大会本部が継続の可否を判断する。  
②中止・中断の決定権限者＝五者の協議を経て、担当理事が決定する 

       １日本中学校体育連盟理事、競技部長、事務局 
２中央競技団体関係者 
３開催地（都道府県及び区市町村）教育委員会 
４開催地中学校体育連盟及び実行委員会 
５開催地競技団体関係者 

③活動再開の基準 
     ・最後の雷鳴・雷光から 30 分以上経過していること。 

  ・屋外競技（相撲）においては、現在地から 20km 圏内に活動度２以上の雷活動が
ないこと。 

  ・屋内競技については、施設の安全性、避難経路、停電等の状況を確認し、競技役
員及び大会本部が再開可能と判断した上で競技を再開する。 

      ④事故発生後の対応 
     ・「災害等緊急対応要項基準」の「４ 具体的対応のあり方」を参照のこと。 
 

      ②重大事故 

        ア）緊急疾患障害等、特に心肺停止状況等に関して、初期対応は事故発生現場で関係      

団体が医療救護要項に沿って行う。ＡＥＤについては、必ず習熟、確保し対応でき  

     る態勢を整える。 

 

        イ）事故事件による死亡・後遺障害を伴う障害については、警察等への緊急連絡とと      

もに、鳥取県実行委員会から関係機関等への報告、連絡を速やかに行う。特に、      

県教委・市教委には詳細を確実に報告、連絡する。また、競技会場においては、      

放送等の指示により、不必要な混乱を招かないように配慮し、安全を確保する。 

 

      ③食中毒 

         食中毒発生の時間・場所によるが、保健所、医療機関と連絡を取り、指示・指導を受  

けて対応する。 

        ア）宿泊先 

            ・宿舎が対応と緊急措置を行う。（食事メニューの保存・保健所等への連絡の義        

務が生じる）→旅行業者と連携 

            ・同日に複数会場で発生した場合は、競技実行委員会と鳥取県実行委員会が連携         

をとりながら対応する。 

            ・競技実行委員会は、正確な情報の収集とともに、参加校への情報提供を行い、        

上記連絡経路に従い、速やかに報告・連絡を行う。 

 

        イ）会場 

            ・昼食（弁当）、売店等に疑いのある場合は、旅行業者、売店事業者、競技実行       

委員会で対応を進める。医療機関への搬送等被害者の処置を優先する。朝食が       

疑われる場合には、宿舎、旅行業者と連絡を取り、対応を進める。他は上記ア）       

に準ずる。 

      ④感染症 

        ア）大会期間中に、感染の疑い、症状のある場合は、ただちに医療機関に搬送する。医  

療機関の指示、指導を受け、感染拡大防止等の対応をする。同宿舎内の選手等の状  

況の確認をする。鳥取県実行委員会、競技別実行委員会は、関係機関に報告すると  

共に、医療機関・保健所等の指示、指導のもとに対応・対処する。  

 



    イ）大会開催３ヶ月から３週間前までに感染症の感染拡大により、インフルエンザ等  

特別措置法に基づく緊急事態宣言が発令された場合の中止等の判断は、全大会もし

くは一部大会に問わず、（公財）日本中体連・開催全国競技団体・鳥取県教育委員会

・鳥取県実行委員会で協議後に、（公財）日本中学校体育連盟理事会を招集し、決定

する。  

 

      ウ）３週間前から大会直前については、（公財）日本中体連会長（専務理事）・開催全  

国競技団体・鳥取県教育委員会・鳥取県実行委員会で協議し、決定する。  

 

    エ）各都道府県選手団の参集が困難な場合（申込み済み参加都道府県数の１／４以上） 

は、上記ウと同様に扱う。  

 

オ）報道関係については、上記に準ずる。  

 

      ⑤熱中症「熱中症対策のお願い」に準じて、対応対処する。 

 

５ 競技別医療救護要項の作成 

  競技実行委員会は、下記の項目を参考に要項を作成し、大会要項に記載する。 

 

  (１)目 的   

全国中学校体育大会に参加する選手・監督・役員・生徒役員・一般応援者等大会関係

者、来場者に対する安全確保と、医療救護の万全を期するために、競技会場に救護所を

設置し、医療機関との連携を図ることを目的とする。 

 

  (２)競技会場                 

       ①救護所の役割(役割・範囲明記) 

       ②救護者の設置(医師、看護師、養護教諭等) 

    ③救護所の設置場所(会場内) 

       ④救護所の開設時間(開設日時) 

       ⑤救急医療機関(受入医療機関名と連絡方法) 

 

  (３)患者発生時の対応(組織も含めて図示) 

 

  (４)医療機関(具体的医療機関においての対応のあり方) 

       ①受診の方法（受診までの手順、引率者、連絡方法等を具体的に明記）  

②医療費の負担（医療費の負担方法、健康保険証の使用、保険制度の取扱及び支払い方  

法等について明記）  

③搬送時の対応（救急搬送の判断基準、搬送方法、引率者及び大会本部への連絡方法等  

について明記）  

 

  (５)救護系事務処理(具体的に記録)        

       ①患者発生の場合 

       ②医療機関へ搬送の場合 

 

    (６)緊急時の医療機関(休日も含め、協力要請・宿舎含む) 

 

    (７)救護者配置計画(大会期間中) 

 

    (８)帳簿関係(日本中体連ＨＰ参照) 

       (様式１)救護台帳、(様式２)救護日誌、(様式３)受診依頼書(搬送含む) 

    (様式４)事故報告書等 

 

  (９)競技別医療救護要項を作成し、競技要項・大会プログラムに掲載する。  

   



（10）まずは事故防止に配慮し、監督会議等で説明し徹底を図る。 

 


